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研究成果の概要（和文）：我々は、看護・介護情報の連携を前提とした構造化の技法として、それぞれの領域に
おけるケアセットを作成し、観察と測定、ケア介入に関するテンプレートを開発した。これにより、「どのよう
なケアを提供するか」ではなく、「何のためにこのケアを実施するのか」というデータが蓄積される。さらに、
ICF（国際生活機能分類）に着目し、急性期医療機関から在宅まで一貫した指標を用いて、その個人の生活機能
の可視化を図ることの意義について検討を行った。看護や介護のICT化が進む中、生活者としての個人の健康情
報の収集・分析が適宜行え、適切なケアの提供に繋がれば、高齢化進展が著しい我が国において、国民生活の質
向上に貢献できる。

研究成果の概要（英文）：In order to establish a structure in which information is shared between 
nurses and caregivers, we created a care set for each field and developed templates concerning 
observation, measurement, and care interventions. These tools collect data in response to the 
question “Why is this care performed?” rather than “What is the kind of care provided?” Further,
 focusing on the International Classification of Functioning, Disability and Health (ICF), we 
examined the importance of striving to visualize an individual’s functioning using consistent 
indicators from the acute phase in the medical facility to home care. If we can use the continuing 
advancement of ICT in nursing and caregiving to appropriately collect and analyze the health 
information of individuals in terms of their functioning and use this information to provide 
pertinent care, we can to contribute to improving the quality of life of the people of Japan where 
the population is aging at a striking rate.

研究分野： 医療情報学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
地域包括ケアシステムを推進する上で、看護・介護情報の連携の重要性は認識されながら、具体的な成果が上げ
られていない。医療機関から介護現場に提供される継続看護サマリの情報が、介護領域では役に立っていないと
しばしば指摘されてきた。本研究においては、高齢者の地域における「今」の暮らしを豊かにするための目線
で、必要な健康情報をはじめとする介護情報と看護情報について収集し、体系化を図るという点に新規性があ
る。また、広域の地域医療圏における情報連携を実現し、クラウドの活用及び標準準拠によりシステム利用の低
廉化、データ活用の容易化を目指す取組という点が独創的である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

我が国の医療介護情報連携においては、看護・介護情報の連携のための構造化が遅れている。

地域包括ケアシステムを推進する上で、看護・介護情報の連携の重要性は認識されながら、具体

的な成果が上げられていない。その一例として、医療機関から介護現場に提供される継続看護サ

マリの情報が、介護領域では役に立っていないとしばしば指摘されてきた。これらの医療介護情

報連携基盤の整備が成功しているとは言い難い状況の背景には、患者・住民目線による情報活用

の欠如があり、医療・介護事業従事者の目線重視でシステム構築がなされてきたことがあげられ

る。さらに、取りあえず連携して蓄積すれば、後利用ができるであろうという安易な基盤整備が

進められてきたことによる。 

 一方、日本は、諸外国に例を見ない速さで高齢化が進行しており、団塊の世代 75 歳以上とな

る 2025 年以降は、国民の医療や介護の需要がさらに増加することが見込まれている。このため、

厚生労働省においては、高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み

慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域の包括的な支

援・サービス提供体制の構築を推進している。 

最近、看護でも介護でも患者や地域住民の「生活機能」という視点に注意が向けられるように

なった。地域包括ケアシステムの中核を成すのは看護・介護情報の連携であり、医療機関から在

宅まで一貫した生活機能を評価する指標の導入が不可欠である。 

 

２．研究の目的 

 看護や介護の ICT 化が進む中、生活者としての患者・利用者情報の収集・分析が適宜行え、適

切なケアの提供に繋がれば、高齢化進展が著しい我が国において、健康寿命を延ばすなど、国民

生活の質向上に貢献できる。本研究は、看護情報と介護情報の連携を前提とした構造化の技法と

して、それぞれの領域におけるケアセットを作成し、観察と測定、ケア介入に関するテンプレー

トを開発することである。さらに、ICF（国際生活機能分類）に着目し、急性期医療機関から在

宅まで一貫した指標を用いて、その個人の生活機能の可視化を図ることの意義を明らかにする。 

 

３．研究の方法 

（１）看護情報と介護情報の連携を前提とした構造化の技法を開発する。 

（２）ICF（国際生活機能分類）に着目し、急性期医療機関から在宅まで一貫した指標を用いて、

その個人の生活機能の可視化を図る。 

 

４．研究成果 

（１）看護・介護ケアの連携強化の必要性 

医療技術の進歩によって平均寿命が延び、健康寿命との期間差が長くなる傾向にある。老化

によって生理機能の低下が生じ、さらに予備力・回復力や防衛機能・適応力の低下により、疾

病にかかりやすく治りにくくなる。高齢社会の進展により、やむなく障害をもち、介護を必要

とする人口が増えている。介護保険事業報告によると、要介護（要支援）の認定者数は、2016

年 4月現在 633 万人であり、介護保険事業が開始された 2000 年と比較すると約 2.90 倍に増加



している。また、要支援や要介護１までの軽度の認定者数の増が 3.59 倍と大きい（図１）１）。 

 医療依存度の高い高齢者

が地域でその人らしい生活

を維持していく上で、看護

職は患者を生活者として全

人的に看ることを基本とし

て、医療上のアセスメント

や判断を的確に行うことが

求められる。一方、介護職

は、日常生活を自力で送る

ことが困難な高齢者や障害

をもつ人に対して、食事、

歩行、入浴、排泄など介護      図１ 要介護度別認定者数の推移 

を通じて、円滑な生活が送 

れるように支援している。 

高齢者の増加に伴い、看護と介護を含めての“多職種連携の重要性”が高まっている。医療の

質を高め、患者の安全・安心を確保するには、看護職と介護職が連携して、チームでケアを実践

していくことが大切である。すなわち、地域医療・福祉を実現していくうえで、病院と介護施設

は分担（分業）から連携（協業）の方向にあり、今後増えていく在宅医療における“看護・介護

ケアの連携・強化”の実現は急務である。 

 

（２）看護・介護情報の構造化 

チーム医療が急速に進み、病棟には多職種協働という仕組みが構築され、入院期間が加速度的

に短縮されていった。また、医療機関で解決できなかった、あるいは新たに発生した患者の問題

を、看護サマリとして後方病院や居宅サービスなどの施設に的確に伝えるという意義が極めて

重要になってきた。鹿児島大学病院においては、看護マスタのコンセプトとして、2018 年にケ

ア量の可視化からアセスメントを構造化して蓄積するという目標を掲げた。また、DPC の普及に

より入院目的が明確となり、疾患や術式、医療安全上のリスクごとに看護計画を立案することの

合理性が高まった。 

アセスメントの分類法について

は、日本医療情報学会の課題研究

会において検討されたアセスメン

トの視点の大分類（身体、精神、

社会、信念）と 30 種類のアセス

メントの視点を利用した（図

２）。図３に示すように、アセス

メントを構造化して蓄積していく

ことを目的とする看護マスタを用

いると、「SpO2 の観察は何のため

にするのか」、「それは患者さんの     図２ アセスメントの視点 

呼吸状態の維持改善を図るためだ」 

というアセスメントに基づく行為であるという根拠が蓄積されていく。「どのようなケアを提供



するか」という視点ではな

くて、「何のためにこのケア

を実施するのか」というデ

ータが蓄積されていくので

ある（鹿児島大学版 DPC 対

応看護計画マスタ）。本マス

タについては、急性期医療

において活用することを目

的として開発したが、「何の

ためにこのケアを実施する

のか」というアセスメント

の視点は、急性期医療以外

の慢性期や回復期医療機関、     図３ アセスメントを構造化した看護計画マスタ 

さらに在宅ケアの現場においても共通して用いることが可能である。 

 

（３）生活機能評価の可能性 

看護と介護の連携の中で、急性期医療機関からの看護サマリが回復期及び慢性期ケア、ある

いは居宅サービスなどの介護現場では役に立たないと、しばしば指摘されてきた。逆もまた然

りである。これらの課題は、それぞれの立場でどのような情報がどのように場合に必要である

か、検討されてこなかったからである。また、看護と介護の場で、それぞれが用いている用語

や評価の基準について、標準化少なくとも共通化できるような基盤整備が遅れているからであ

る。 

 最近、看護でも介護でも患者や利用者の「生活機能」という視点に注意が向けられるように

なってきた。従来、リハビリテーションの分野では、FIM（Functional Independence 

Measure）や ICF staging の使用，あるいは介護施設における Barthel index の使用が行われて

きた。平成 28年（2016 年）度診療報酬改定においては、回復期リハビリテーション病棟にお

けるアウトカムの評価を退棟時と入棟時の FIM 得点の差で行い、疾患別リハビリテーション料

の評価に反映するようになった。平成 30年（2018 年）度介護報酬でも、視点Ⅱ「自立支援・

重度化防止に資する質の高い介

護サービスの実現」として、リ

ハビリテーションにおけるアウ

トカム評価の拡充、外部のリハ

ビリ専門職等との連携の推進を

含む訪問介護等の自立支援・重

度化防止の推進、通所介護にお

ける心身機能の維持に係るアウ

トカム評価の導入、 褥瘡の発

生予防のための管理や排泄に介

護を要する利用者への支援に対

する評価の新設等が謳われてい

る。この「生活機能」について、    図４ 個人の生活機能のレベルの可視化 

日本診療情報学会等が中心となり、   出典／日本診療情報管理学会・POS 等検討委員会資料 



ICD-11（International Statistical Classification of Diseases and Related Health 

Problems）への移行を前に、普及させようと検討に着手している。超高齢社会となり、複数疾

患を抱えつつ生活を行う個人が多数存在する社会においては、個々人の疾患群が何々であるの

か、という事と併せて、その個人の生活機能のレベルが可視化されることが、管理（治療・ケ

ア）において必須である。2001 年に WHO において公表されて以来，必ずしも普及してこなかっ

た ICF（International Classification of Functioning, disability and Health：国際生活

機能分類）の概念を ICD-11 に包摂し、疾病に関しての標準的標記と生活機能標記とを統合しよ

うとしている２）。 

患者を生活者として全人的にとらえようとする看護において、ICF を利用して患者の生活機

能を客観的に評価し、看護サマリに記載して、次の施設に情報提供するということを、真剣に

検討すべきである。回復期や介護施設においては、既に FIM や Barthel index を用いて評価し

ているので、これらと ICF を容易にマッチングする機能を介在させ、患者・利用者の生活機能

の変化を継続して評価できるようにすることが、看護と介護の連携の実現への第一歩になると

考える（図４）。 

 

（４）実証フィールドにおける検証 

 本研究の実証環境を提供する奄美大島南部町村は、人口約 1,100 人、高齢化率 40％以上とい

う、今後高齢化が進展していく我が国の将来を既に具現している地域である。自治体並びに地域

住民の協力体制は積極的であり、本研究成果について、自治体の医療機関、介護施設等で使用し

ている看護・介護記録とのマッピングに協力していただいた。その結果、急性期医療で用いられ

るアセスメントの視点が、回復期リハビリテーション病院や介護施設、居宅サービス施設で用い

られている記録にも、十分対応可能であることが示唆された。今後も、さらなる精度の向上を目

指して、急性期医療における看護計画並びに実施情報と、介護施設における介護情報について、

特にアセスメントに着目しながら、症例件数を増やし研究を継続していきたい。 
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